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• 短期的な⽬標しか設
定できていない。先
の⾒えないロード
マップ。

• ほぼ⽬標通り進捗し
ているとの報告、改
訂のタイミングを失
う

• 改めて全体像を再度
俯瞰する必要がある

• 被災者の⽣活再建、
福島の復興の姿に係
わる

東京電⼒の⼯程管理



国際標準からみた廃棄物管理 廃棄物検討分科会中間報告 2020年７⽉ ⽇本原⼦⼒学会

廃炉措置の全体増を描き直す 廃炉のゴール（エンドステート）をどう定義するか

（ＩＡＥＡ）



廃炉措置の全体増を描き直す 廃炉のゴール（エンドステート）をどう定義するか



現状の廃炉シナリオ（30〜40年で廃炉）で廃炉を実施してもサイトが利⽤できるようになるまで
には100年程度かかることになる。

廃炉措置の全体増を描き直す 廃炉のゴール（エンドステート）をどう定義するか





デブリ取り出しだけで、68年〜170年かかる

1Fの廃炉の将来像と「デブリの取り出し」を考える （松岡俊⼆、早稲⽥⼤学）2021.9



真の廃炉措置コストを考える

• 現状、廃炉費⽤は8兆円とされ、東電が2017年度から年間約3000億円をねん出しています（うち
1300億円程度は東電パワーグリッドの負担）。3000億円を毎年積み⽴てる2043年に8兆円がたまる
計算→これには廃棄物の処分費⽤を含んでいない

• 原⼦⼒学会の福島第⼀原⼦⼒発電所廃炉検討委員会試算では、廃棄物発⽣量が780万トン程度とさ
れている

• ⼀⽅、1999年5⽉の総合エネルギー調査会原⼦⼒部会の報告では⼤型の原発廃炉で出る低レベル廃
棄物量は8790m3（おおよそトンと同義）、処分費⽤は178億円となっている。⽣産者物価指数
（2020＝100）は1999年が96.5、2023年が119.6なので、物価上昇（1.23倍程度）を考慮すると費
⽤は220億円になる

• 単純に計算すると低レベル放射性廃棄物（L1〜L3廃棄物）の発⽣量が福島第⼀が780万トン、通常
の⼤型BWR炉が8790m3なので、福島第⼀の低レベル放射性廃棄物処分費は220億円を890倍して
19.5兆円

• 仮に2025年から2051年までに積み⽴てると考えると年間7800億円を追加でねん出する必要が出て
きます。東京電⼒の過去10年の平均純利益は1900億円なので、まったく不可能な額。
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まとめ

• 廃炉措置の全体像を改めて議論する、エンドステート（廃炉
措置のゴール）を明確にする必要がある

• ロードマップ改訂作業をロードマップ（スケジュール）に落
とし込む、何と何が出来た（わかった）時点で改訂作業をお
こなうのか（未知な作業への対処）

• コストの積算を廃棄物処理も含めてやり直す。廃棄物の量を
いかに減らすかが重要になる（廃炉措置の全体像を関連）

• ⼈材の確保と体制の継続、責任の所在の明確化


